
「民間人材（塾講師）による専科指導研究事業」業務委託に係る 

企画提案募集要項 

 

１ 趣旨 

小学校算数科の専科指導における外部人材として塾や予備校等の講師（以 

下、塾講師という。）を活用し、児童の学力向上への効果を検証するととも

に、塾講師の指導力の状況や外部人材の導入上の課題等を調査研究する。 

本要項は「民間人材（塾講師）による専科指導研究事業」の実施を効率的に

執行するための企画及び運営を委託する業者を募集するための項目を定める。 

 

２ 業務名 

「民間人材（塾講師）による専科指導研究事業」業務委託 

 

３ 業務の実施方法 

  企画提案を募り、選考を経て１企業・団体を決定し、業務を委託する。 

 

４ 応募資格 

応募者は、以下の要件を全て満たすこと。 

（１）地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規定  

（契約を締結する能力を有しない者及び破産者で復権を得ない者）に該当

しない者であること。 

（２）企画提案書等の提出日において、千葉県物品等入札参加資格を有する者で

あること。 

（３）募集開始の日から審査完了の日までの間に、物品等一般競争入札参加者 

及び指名競争入札参加者の資格等に基づく入札参加資格の停止を受けて 

いる日が含まれないこと。 

（４）募集開始の日から審査完了の日までの間に、千葉県物品等指名競争入札 

参加者停止等基準（昭和５７年１２月１日制定）に基づく指名停止及び物品

調達等の契約に係る暴力団等排除措置要領に基づく入札参加除外措置を 

受けている日が含まれないこと。 

（５）宗教活動や政治活動を主たる目的とした者ではないこと。 

 

５ 業務の委託期間 

契約締結日から令和６年２月２９日までとする。 

 

６ 業務の委託金額 

５，０５０千円以内（消費税及び地方消費税込）とする。 

 



７ 業務内容 

「『民間人材（塾講師）による専科指導研究事業』業務委託仕様書」のとお

り。 

 

８ 説明会 

  応募を検討している企業・団体等を対象として、次の日程により開催する。 

なお、説明会に出席しない場合でも応募できるものとする。 

（１）日時 令和５年２月２４日（金）午前１０時から午前１１時半まで 

（２）形式 オンライン（Zoom） 

（３）申込 令和５年２月１７日（金）午後５時まで  

ＦＡＸ申込（別添の申込書） 

学習指導課ＦＡＸ番号：０４３－２２１－６５８０ 

   ※未到着等の事故を防ぐためＦＡＸ送信後、電話で送付の旨を連絡する

こと。 

 

９ 参加手続き 

このプロポーザルに参加しようとする場合は、企画提案書等関係書類を提出

すること。 

なお、このプロポーザルに関して質問のある場合には、次により受け付ける

こととする。 

（１）質問書の提出及び回答 

ア 提出期限 

令和５年２月１７日（金）午後５時までとする。（必着） 

イ 提出方法 

「質問書」（様式第１号）を学習指導課へＦＡＸ又は電子メールに添付 

（e-mail：kateigimu@mz.pref.chiba.lg.jp）すること。 

※未到着等の事故を防ぐためＦＡＸ又は電子メール送信後、電話で送付

の旨を連絡すること。 

※確認電話等のない場合で、締め切り日時までに受信していない質問に

ついては無効とする。 

ウ 回答方法 

２月１７日（金）午後５時までに提出された質問については、    

２月２４日（金）の説明会で回答する。（予定） 

説明会で回答できないものについては、後日集約して、３月１日（水）  

午後５時までに県ホームページにより回答する。 

（２）企画提案書の提出 

  ア 提出期限 

    令和５年３月８日（水）午後５時までとする。（必着） 



  イ 提出方法 

    必要な提出書類を学習指導課へ郵送又は持参すること。 

  ウ 提出部数 

    正本 1部、副本８部を提出すること。 

エ 提出書類 

（ア） 企画提案書（様式第２号） 

（イ） 本事業についての企画案（様式第３号） 

・検討表の「評価の視点」を参考に、企画内容を具体的に記載すること。 

・本事業の趣旨を踏まえ、以下の３点について具体的な企画案を示す

こと。 

a 講師選定の具体策 

b 指導計画・教材作成の具体策及び授業実施上の工夫 

 （担当講師が作成した学習指導案を添付すること。添付の様式を 

用い、仕様書に示された内容（単元）から３時間分を作成する。） 

c 事業の運営・管理の具体策 

（ウ） 運営体制（Ａ４用紙縦、様式任意） 

・委託期間における業務のスケジュール管理、業務マニュアル等の作

成について記載すること。 

（エ） 業務経費見積書（Ａ４用紙縦、様式任意） 

・消費税を含む額とし、業務の具体的経費を明示すること。 

（オ） 関連する業務実績（Ａ４用紙縦、様式任意） 

・過去５年間の、関連する業務実績を、最大５事業まで記載すること。 

（記入項目：実施年・発注者・件名・業務の概略） 

 

10 選考方法 

（１）選考にあたっては、「『民間人材（塾講師）による専科指導研究事業』業務

委託に係る業者検討会検討要領」に基づき検討会を実施する。 

（２）応募者多数の場合は、検討委員会の前に１次検討として、事務局による 

書類審査を行うことがある。 

（３）プレゼンテーション及び質疑応答の期日・会場は、以下のとおりとする。 

  ア 日 時 令和５年３月１５日（水） 午前９時半から正午まで 

  イ 会 場 （千葉県庁議会棟１階 第１会議室） 

  ウ その他 プレゼンテーションは２５分以内 

※５分間の質疑応答を含む・PC 使用可 

（４）検討会からの最優秀提案者の報告に基づき、千葉県教育委員会が受託候補

者を決定する。 

（５）検討結果については、業者に別途通知するとともに、県ホームページにて

公表する。 



11 提案の無効に関する事項 

次のいずれかに該当するときは、その提案は無効とする。 

（１）所定の日時及び場所に企画提案書を提出しないとき。 

（２）本件に対して、二つ以上の提案をしたとき。 

（３）本件に対して、自己のほか、他人の代理人を兼ねて提案したとき。 

（４）本件に対して、二人以上の代理人を指定したとき。 

（５）提案に関して、談合等の不正行為があったとき。 

（６）その他、提示した事項及び本件に関する条件に違反したとき。 

 

12 問い合わせ・応募先 

千葉県教育庁教育振興部学習指導課義務教育指導室 

〒２６０－８６６２ 千葉市中央区市場町１－１ 

電 話：０４３－２２３－４０６１ 

ＦＡＸ：０４３－２２１－６５８０ 

担 当：佐藤 衛 

 

13 その他 

（１）手続きにおいて使用する言語及び通貨は、日本語及び日本国通貨に限る。 

（２）提出された書類等は、返却しない。 

（３）提出された書類等は、必要に応じて複写する。 

なお、使用は千葉県教育庁内での使用に限る。 

（４）提出された書類等は、情報公開の請求により、千葉県情報公開条例に  

基づき開示することがある。 

（５）企画提案に要する経費は、すべて提出者の負担とする。 

（６）令和５年２月議会において、令和５年度当初予算が成立しない場合は、契 

約を行わないこととする。 

（７）最終的な委託内容の詳細については、選考後、委託契約締結までの間に 

千葉県教育委員会と協議して決定する。 


